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はじめに ～つなぐ、広げる、育む 農力で描く、糸島の未来～ 

 本市では、農業は単なる「食料の生産」だけでなく、美しい景観の維持、地域コミュニテ

ィの形成、防災機能、さらには観光や移住促進の基盤として、まちづくりの根幹をなす重要

な産業であります。 

 しかし近年、世界的には気候変動、地政学的リスク、資材価格の高騰など、農業を取り巻

く環境がかつてないほど不確実性を増しています。加えて、持続可能な社会の実現に向けて

は、農業分野においても脱炭素化や生物多様性への配慮といった国際的な要請が高まってい

ます。 

 我が国においても、2024年に改正された「食料・農業・農村基本法」や「みどりの食料

システム戦略」のもと、地域資源を活かしながら環境・経済・社会の三側面を調和させた農

業政策への転換が求められています。福岡県においても、都市近郊型農業の強みを生かした

新たな展開や「市場対応・ブランド強化・人材育成・ワンヘルス・防災」という５本柱の施

策が進められており、地方自治体の果たす役割が一層重要となっています。 

 こうした中、糸島市では、これまでの基本計画に基づき、新規就農者や女性農業者の育

成、直売所のブランド化、スマート農業の導入など、特色ある農業の展開に努めてまいりま

した。市民の皆さま、JA糸島をはじめとする関係機関のご協力のもと、農業が市の魅力を

支える柱の一つとして着実に発展していることは、私たちの大きな誇りです。 

 一方で、農業従事者の高齢化、耕作放棄地の増加、後継者不足、資材高騰など、地域農業

の持続を脅かす課題は依然として山積しています。気候変動による収量の不安定化や市場ニ

ーズの多様化といった新たなリスクにも対応していかねばなりません。 

 こうした認識のもと、本市では、今後５年間の農業政策の道しるべとして、「次期 糸島

市農力を育む基本計画（令和８年度～12年度）」を策定いたしました。本計画では、農業

を支える人づくり、魅力ある農の継承、地域資源の活用、新技術の導入、さらには市民・消

費者との連携を通じた“ひらかれた農業”の推進を柱として、持続可能で対応力のある地域

農業の実現を目指しています。 

 農業は変化の時代を乗り越える力を持っています。この計画が、地域に根ざした創造的な

農業の未来につながることを願い、多くの皆さまのご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

令和８年３月 糸島市長 月形 祐二 
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第１章 計画の策定にあたって                            

第１節 計画策定の背景 

１ 農業をめぐる動き 

① 世界の動き 

世界では、農業・食料をめぐる状況がかつてないほど複雑化・不安定化しています。気  

候変動による干ばつや洪水、土壌劣化などの影響は世界中の農地に及び、農業生産の持

続可能性が脅かされています。また、国際情勢による地政学的リスクは、肥料や飼料、エ

ネルギーなど農業資材の国際供給網に大きな影響を及ぼし、価格高騰や供給不安が常態

化しています。 

こうした状況を受け、世界的に「食料の確保」と「農業の持続可能性」の両立が最重要

課題となっています。各国では、カーボンニュートラルを視野に入れた農業の脱炭素化

や、デジタル技術（AI、ドローン、リモートセンシングなど）を活用したスマート農業の

導入、さらには食料ロス削減・短距離流通の推進など、次世代型農業への転換が急がれて

います。 

また、農業分野においても国連の持続可能な開発目標（SDGs）を意識した取り組みや、

農業における環境への配慮、地域社会への貢献、文化の尊重など、「エシカル（倫理的）

な生産」も国際基準として求められており、農産物の輸出・流通にもこうした価値観への

対応が不可欠になりつつあります。農業を支える資源・環境・人材の持続可能性が、世界

規模で問われる時代に突入しています。 

 

② 国の動き 

日本の農業政策も、これまでの「食料供給確保」「農地保全」から一歩進み、「環境負荷

の低減」と「地域社会の持続」に重点が移りつつあります。2021 年に策定された「みど

りの食料システム戦略」は、2050年までに化学農薬の使用量を 50％削減、有機農業の面

積を全体の 25％に拡大するなど、環境と調和した農業の実現を目指しています。これは

農業の生産性向上とともに、地域と環境の共生を図る長期的な政策ビジョンでもありま

す。 

さらに 2024年には「食料・農業・農村基本法」が改正され、食料安全保障の強化、地 

域の中で支え合う自立型農業の構築、多様な人材（女性、若者、移住者、外国人等）によ

る担い手の確保と育成が強く打ち出されました。スマート農業・農業 DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）の導入支援も加速しています。 

また、農業を「輸出産業」として捉え直す動きも活発です。日本産農産物の輸出額は

2023 年に過去最高の 1.4 兆円を記録しており、今後も高品質で差別化された産品の海外

展開が期待されています。一方で、農業者の高齢化や耕作放棄地の増加といった構造的

課題も依然として深刻であり、これらの課題に対して官・民連携での戦略的な対応が求

められています。 
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③ 県の動き 

福岡県では、2024 年に改訂された「福岡県農林水産業振興基本計画」において、地域

の強みを活かした農業の振興と、持続可能な農業構造の構築を基本方針としています。

福岡県は大都市圏に近く、消費地に直結した販売機会に恵まれる一方で、農地の都市化

圧力や担い手の確保難といった課題にも直面しています。こうした中で、計画では「稼げ

る農業の実現」「人材確保・育成」「スマート農業の導入」「輸出・直売・観光との連携強

化」などが重点施策として位置づけられています。 

特に、ICTやロボット技術の導入による作業負担の軽減、データ活用による生産効率の

向上は、労働力不足に対応する手段として期待されています。また、「農業×福祉」や「農

業×教育」などの異分野連携も促進されており、農業の価値を広げる地域づくりが進め

られています。 

 

④ 市の動き 

糸島市は、豊かな自然環境と都市近郊という立地条件を活かし、農業と暮らし、観光、

教育などが融合した独自の地域づくりを進めてきました。糸島市長期総合計画では、「農

のある暮らしの魅力発信」「地域とともに歩む農業経営の支援」「担い手の育成と農地の

確保・活用」「食と健康・環境をつなぐ農業」の実現を掲げ、地産地消や担い手育成、新

規就農支援など多様な施策を展開しています。 

市内では、JA 糸島の直売所「伊都菜彩」が県内外から多くの来訪者を集めるなど、都

市と農村の交流の場としても農業の可能性が広がっており、農産物のブランド化が進ん

でいます。また、新たな担い手の就農支援や女性農業者の活躍促進、ICTを活用した新た

な経営形態の支援など、地域に根差した取り組みも多く見られます。 

今後は、資材価格の高騰や気候変動リスク、消費者ニーズの多様化などに対応しなが

ら、地域内外と連携した新たな農業モデルの構築が求められます。とくに、次世代を担う

若者や市民が農業に関心を持ち、参画できる「ひらかれた農業」の実現に向けて、行政・

JA・農業者・地域が一体となった取組が重要です。 

 

２ 計画の考え方 

糸島市では、豊かな自然と都市近郊の立地を活かし、農業を「食料の供給」だけでなく、

「地域のくらし」や「景観・環境」、「観光・交流」と結びつけた多面的な価値ある産業と

して位置づけてきました。直売所や学校給食を軸とした地産地消の取組や、若手や移住者

による新たな担い手の育成など、地域に根差した農の力が着実に育まれてきました。 

一方、農業をめぐる情勢は、気候変動、資材価格の高騰、人手不足など大きな転換期を

迎えています。こうしたなかで、地域の農業を持続させるには、環境への配慮と経済性を

両立させる新たな取組や、農業の魅力と価値を市民や次世代と共有し、ともに支え合う仕

組みづくりが重要です。 

本計画では、これまでの歩みを土台に、糸島の農業が次代へとつながるよう、地域資源

を活かし、人と知恵をつなぎ、可能性を広げる農業の姿を描いていきます。 

つなぐ、広げる、育む 農力で描く、糸島の未来をめざして。 
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第２節 計画策定の目的・計画の位置づけ 

 

本計画は、糸島市の農業が持続可能な形で地域経済と暮らしを支え続けるため、現状の

課題を整理し、今後の方向性と具体的な取組を明らかにすることを目的に策定するもので

す。特に高齢化や担い手不足、気候変動等の課題に対応しながら、多様な主体が連携し、

地域資源を最大限に活用した糸島の農力を育み発揮していくことをめざしています。 

 また、本計画は、地域農業の活性化に資する個別施策や支援策を総合的に整理するもの

であり、関係機関や市民、事業者との協働の指針としての役割も担います。今後、農業振

興地域整備計画や地域計画など関連計画との整合を図りながら、持続可能な地域づくりの

柱として展開していきます。 

 また、国連が定めた SDGs（持続可能な開発目標）の理念に沿って、各種政策・施策を

展開することとし、各施策に関連するロゴマークを掲載し、本市の農業振興が国際的で持

続可能な開発目標の達成にも寄与することを明確にします。 

 

【基本計画の位置づけイメージ】 

 

第２次糸島市 

長期総合計画 

糸島市農力を 

育む基本条例 

【国】 

食料・農業・

農村基本計画 

糸島市農力を育む基本計画 

【福岡県】 

福岡県農林水産 

振興基本計画 

【関係・連携する計画】 

・まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略 

・糸島市農業振興地域整備計画 

・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

・糸島市地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画） 

・糸島市健康増進計画（健康いとしま 21） 

・糸島市観光振興基本計画 

                    など 

【糸島市】 
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第３節 計画の推進体制 

基本計画の推進については、糸島市及び「糸島市農力を育む市民推進会議」を中心とし

て、他の農業振興推進組織と連携を図りながら、取り組んでいきます。 

 

【既存の推進体制との関係図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
施 策 の 実 施 

糸島市 
糸島市農力を育む 

市民推進会議 
【関係機関・組織】 

・糸島市農業委員会 ・土地改良区 

・糸島農業協同組合（JA糸島） 

・九州大学  ・福岡普及指導センター 

・福岡県立糸島農業高等学校 

・糸島市認定農業者連絡協議会 

・糸島市農業女性の会「ふた葉」 

・糸島市新規就農者ネットワーク協議会 

・糸島市地域水田農業推進協議会 など 

計画の策定・変更 

実施状況の確認 

糸島市農力を育む基本計画 

（令和８～12年度） 
市民 

・地産地消、食育の推進 

・農業、農村への理解 

連携 

連携・参画 

施策の実施 

本計画第６章：「基本的施策の主な取組」 
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第４節 計画期間と実施状況の公表 

１ 基本計画の計画期間 

基本計画の期間は、令和８年度を初年度とし、令和 12年度を目標年度とする５か年の

計画とします。（基準年度：令和６年度） 

また、毎年事業の進捗状況を管理し、急激に社会経済の状況や国の農業政策が大きく

変化した場合は、糸島市農力を育む市民推進会議により必要に応じた見直しを行います。 

 

２ 実施状況の公表 

基本計画に基づく施策の実施状況については、基本条例第９条に基づき毎年とりまと

め、糸島市農力を育む市民推進会議に報告した上で、市ホームページで公表します。 
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第２章 本市の現状                          

第１節 本市の特性 

１ 立地・交通 

本市は、福岡県の西端に位置し、東は福岡市、西は佐賀県唐津市、南は脊振山系を境と

して佐賀県佐賀市に接した自然豊かな田園都市です。東西約 24km、南北約 19km、総面積

は 215.70ｋ㎡を有しています。平成 22年１月に旧前原市、旧志摩町、旧二丈町が合併し

て誕生しました。 

本市の中央部を東西にＪＲ筑肥線、国道 202 号、国道 202 号バイパス、西九州自動車

道がほぼ平行して走り、南部の山麓には主要地方道大野城二丈線が東西に走っています。

ＪＲ筑肥線は、筑前前原駅から福岡市天神まで約 35 分、ＪＲ博多駅まで約 40 分、福岡

空港へも 50分程度で移動でき、市民の通勤・通学の足となっています。 

また、西九州自動車道は、東は福岡都市高速を経由して九州自動車道に、西は長崎自動

車道に接続しており、流通の拠点となっています。平成 31年にはＪＲ筑肥線「糸島高校

前駅」の開業など新たな都市施設が供用開始されました。 

市域内には、九州大学の伊都キャンパスが福岡市西区と糸島市にまたがる約 272ha の広大

な敷地に整備されています。伊都キャンパスは、平成 17年に移転完了し、学生・教職員を合

わせて約１万８千人が集う学術拠点になっています。 

 

２ 気候・風土 

本市の気候は、対馬暖流の影響を受けた温帯型の気候ですが、冬期は低温で晴天が少

ない日本海型の気候区に属し、年間平均気温は約 16.4℃、年間降水量は約 1701.0 ㎜で

す。 

南部の佐賀県との境をなす脊振山系には、東から井原山（983ｍ)、雷山 (955ｍ)、羽金

山（900ｍ）、女岳 (749ｍ)、浮岳(805ｍ)などの峰々が連なっています。本市の河川は、

前原地域については、二級河川瑞梅寺川水系、雷山川水系を主幹線とし二級河川長野川、

準用河川多久川、浦志川などの支流が流入し北に流下しています。二丈地域は、二級河川

一貴山川水系、加茂川水系、福吉川水系があり、志摩地域は、二級河川桜井川水系、初川

水系（雷山川水系）があります。 

自然の堆積と江戸時代に入っての干拓事業により水田が作られ、現在では市の中央部

から北部、西部にかけて豊かな糸島平野が広がっています。 

本市には、歴史的遺産が多数点在し、中国の歴史書「魏志倭人伝」に記されている古代

国家「伊都国」があった地として比定されており、弥生時代には大陸からの水稲耕作がい

ち早く糸島地域を含む北部九州に伝わり定着しました。この地の平野部と豊かな水資源

は、稲作に適した環境であり、現在に至るまで本市農業の基幹作物として位置づけられ

ています。 
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３ 人 口 

住民基本台帳による人口は、平成 22 年９月末（100,560 人）から平成 27 年９月末

（100,029人）にかけて 531人減少しましたが、その後の人口は微増で推移し、令和７年

３月末現在の人口は、103,984人になっています。 

一方で、65 歳以上の高齢者数は 31,634 人で全体からみる割合は約 30.4％となってお

り、年々増加傾向にあることから、今後の本市の社会構造に大きな影響を与えることが

予測されます。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

 

 

４ 産 業 

ＪＲ筑前前原駅を中心とした市街地は、江戸時代に唐津街道の宿場町として栄え、糸

島地域の政治、経済、文化、交通の中心地として発展し、農業・漁業・観光など自然資源

を活かした産業が展開されており、特に農業は水稲やイチゴ、柑橘、花き、畜産などが盛ん

で、市の基幹産業として重要な役割を担っています。市内で生産された農産物は、市内 17

か所の農産物直売所でも販売されており、市内外からの買い物客で賑わっています。 

水産業については、天然真鯛の漁獲量は国内トップクラスで、平成 24～令和元年には

８年連続全国第１位を記録しており、多種多様な魚介類が漁獲されています。 

また、「糸島カキ」の養殖が盛んで、カキ小屋には多くの人が訪れており、「特鮮 本鰆」

「天然はまぐり」も特産品となっています。 

観光客については、主として日帰り客が中心で、主に海や山の観光、直売所が目的地にな

っています。 

近年は、九州大学伊都キャンパスの移転完了を契機に、学術研究機関との連携が進み、先

端技術を活用した産業振興が図られています。市内には水素エネルギーや半導体関連の研究

施設が立地し、糸島リサーチパークを中心に新産業の創出が期待されています。 
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【糸島市人口推移グラフ（住民基本台帳）】 
※平成 22 年までは日本人のみ。平成 27 年分以降は、外国人を含む総人口 

 

市人口推移グラフ（国勢調査結果） 
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５ 土地利用 

本市の面積を農用地や森林、宅地、その他の用途別にみると、下図のとおりです。 

 土地は、個人の貴重な財産であるとともに市民生活や産業振興の根幹となるものであ

るため、本市では国土利用計画を策定し、県国土利用計画と調整を図りながら、計画的に

バランスの取れた土地利用を進めていくこととしています。 

また、農業上の土地利用については、農業振興地域整備計画を策定し、令和６年 12月

実績の農業振興を図るべき農用地区域（4,560ha）では、農振農用地（田・畑・採草放牧

地等）（4,386ha）及び農業用施設用地（127ha）、その他（47ha）に用途を区分し、優良農

地を確保・保全するとともに農業振興のための各種施策を計画的かつ集中的に実施して

います。 

 

 

【糸島市の総面積】 

   （第２次糸島市国土利用計画 基準年次；令和元年） 
 

区 分 面積 （ha） 構成 （％） 

農用地 4,254 19.7 

森 林 9,796 45.4 

宅 地 2,022  9.4 

道 路 1,272 5.9 

その他 4,226 19.6 

内

訳 

原 野 30 0.1 

水面・河川・水路 641 3.0 

その他 3,555 16.5 

合 計 21,570  100.0 

※この表の農用地とは、第２次糸島市国土利用計画で定義する

農地法第２条第１項に定める農地及び採草放牧地の合計で

す。 
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第２節 本市の農畜産業の現状（各種統計資料） 

（１）主要指標の年次別推移（農林業センサス、住民基本台帳、市町村別農業算出額※） 

  

※農業産出額は、平成 17 年までが「農業生産所得統計」、平成 27 年が「市町村別農業産出額（推計）」、 

平成 22 年、令和７年はデータ公表後反映 

 

 

  

主 要 指 標 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

糸島市総人口（人） 99,462 100,551 99,877 101,665

糸島市総世帯数（戸） 32,958 36,432 39,174 42,915

農　家　数（戸） 2,661 2,425 2,145 1,787

（県　戸　数） 75,105 61,981 52,704 41,351

農業従事者数（人） 6,203 5,203 4,158 3,206

（県　人　数）（人） 153,155 114,399 86,374 64,179

法人化している経営体数（経営体） 37 36 44 57

（県経営体数）（経営体） 509 531 676 871

経営耕地面積（ha） 3,634 3,577 3,536 3,291

（県　面　積）（ha） 72,358 67,789 68,316 61,154

農業産出額（億円） 163.5 未公表 167.1 180.9

（県 産 出 額）（億円） 2,236 2,168 2,191 1,948

農業就業人口1人当たり農業産出額（千円） 3,857 - 5,624 -

（県 産 出 額）（千円） 2,353 3,184 3,847 -

経営耕地２ha以上農家（戸） 484 430 403 363

（県　戸　数）（戸） 7,933 6,680 6,863 6,233

販売額1,000万円以上農業経営体（戸） 406 340 338 340

（県　戸　数）（戸） 4,765 3,665 3,935 3,850
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（２）県内農業に占める割合 

  

 

（３）農家数の推移 

  

 

（４）自営農業従事者数（自営農業に従事した世帯員数）の男女構成比 

  

 

（５）自営農業従事日数別農業従事者数（自営農業に従事した世帯員数） 

  

 

  

主 要 指 標 実 数 県内農業に占める割合

農 家 数 1,787 戸 4.3%

自営農業従事者数 3,206 人 5.0%

法人化している経営体数 57経営体 6.5%

経営耕地面積 3,291 ha 5.4%

販売額1,000万円以上農業経営体 340戸 8.8%

農家数（戸）

販売農家（戸） 2,027 76.2% 1,741 71.8% 1,523 71.0% 1,270 71.1%

自給的農家（戸） 634 23.8% 684 28.2% 622 29.0% 517 28.9%

2,661 2,425 2,145 1,787

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総数（人）

60日未満（人） ― 1,557 29.9% 1,038 25.0% 844 26.3%

60～249日（人） ― 1,986 38.2% 1,545 37.2% 987 30.8%

250日以上（人） ― 1,660 31.9% 1,575 37.9% 1,375 42.9%

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

6,203 5,203 4,158 3,206
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（６）年齢階層別の農業従事者数（自営農業に従事した世帯員数） 

  

 

（７）後継者の確保状況別経営体 

  

 

 

  

男 女 計 割合 男 女 計 割合 男 女 計 割合

15 ～ 19歳 17人 18人 35人 1.1% 443人 293人 736人 1.1% 15,073人 9,451人 24,524人 1.0%

20 ～ 24歳 35人 15人 50人 1.6% 684人 365人 1,049人 1.6% 24,631人 12,612人 37,243人 1.5%

25 ～ 29歳 44人 26人 70人 2.2% 900人 447人 1,347人 2.1% 34,844人 16,836人 51,680人 2.1%

30 ～ 34歳 69人 51人 120人 3.7% 1,169人 588人 1,757人 2.7% 48,558人 23,850人 72,408人 2.9%

35 ～ 39歳 105人 50人 155人 4.8% 1,545人 890人 2,435人 3.8% 60,883人 32,377人 93,260人 3.7%

40 ～ 44歳 124人 86人 210人 6.6% 1,800人 1,094人 2,894人 4.5% 72,018人 41,225人 113,243人 4.5%

45 ～ 49歳 83人 77人 160人 5.0% 1,850人 1,376人 3,226人 5.0% 77,485人 51,734人 129,219人 5.2%

50 ～ 54歳 99人 76人 175人 5.5% 2,191人 1,750人 3,941人 6.1% 81,328人 64,996人 146,324人 5.9%

55 ～ 59歳 130人 126人 256人 8.0% 2,938人 2,547人 5,485人 8.5% 113,097人 99,900人 212,997人 8.5%

60 ～ 64歳 204人 194人 398人 12.4% 3,990人 3,559人 7,549人 11.8% 158,379人 144,616人 302,995人 12.2%

65 ～ 69歳 280人 235人 515人 16.1% 5,499人 4,634人 10,133人 15.8% 211,831人 180,410人 392,241人 15.7%

70 ～ 74歳 243人 200人 443人 13.8% 5,159人 4,095人 9,254人 14.4% 198,282人 151,891人 350,173人 14.0%

75 ～ 79歳 122人 119人 241人 7.5% 3,457人 2,948人 6,405人 10.0% 129,943人 113,068人 243,011人 9.7%

80 ～ 84歳 113人 100人 213人 6.6% 2,431人 2,148人 4,579人 7.1% 99,424人 85,662人 185,086人 7.4%

85歳以上 81人 84人 165人 5.1% 1,785人 1,604人 3,389人 5.3% 72,821人 66,197人 139,018人 5.6%

計 1,749人 1,457人 3,206人 35,841人 28,338人 64,179人 1,398,597人 1,094,825人 2,493,422人

国糸島市 福岡県

糸島市 1,326 276 262 19.8% 8 0.6% 6 0.5% 119 9.0% 931 70.2%

福岡県 28,375 6,941 6,556 23.1% 306 1.1% 79 0.3% 1,210 4.3% 20,224 71.3%

国 1,075,580 262,258 250,141 23.3% 8,709 0.8% 3,408 0.3% 49,056 4.6% 764,266 71.1%

確保して

いない
計

後 継 者 を 確 保 し て い る

小 計 親族
親族以外の

経営内部の人材

経営外部

の人材

経営開始・継承
直後のため

５年以内に

農業経営を

引き継がない
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（８）組織形態別経営体数 

  

   

 

（９）主副業別経営体数 

 

 

（10）データを活用した農業を行っている経営体数 

    

 

  

糸島市 1,326 57 12 41 41 - - -

福岡県 28,375 871 332 450 434 - 16 -

国 1,075,580 30,700 7,329 19,972 18,937 168 867 -

法 人 化 し て い る

株式会社 相互会社

合 計
計

農事組合
法人

会 社

小 計 合同会社
合名・合
資会社

糸島市 4 4 - - - - 1,269 1,264

福岡県 79 72 2 5 10 - 27,504 27,239

国 2,075 1,698 19 358 1,324 143 1,044,737 1,037,231

法 人 化 し て い る

法人化し
ていない

各 種 団 体

その他の
各種団体

その他の
法人小 計

地方公共
団体・財
産区農 協 森林組合 個人経営体

糸島市 1,264 484 455 168 82 612

福岡県 27,239 6,955 6,212 3,404 1,337 16,880

国 1,037,231 230,844 201,505 142,528 56,004 663,859

副 業 的65歳未満の
農業専従者

がいる

65歳未満の
農業専従者

がいる

計 主 業 準 主 業

糸島市 1,326 1,030 77.7% 296 161 12.1% 108 8.1% 27 2.0%

福岡県 28,375 23,549 83.0% 4,826 2,904 10.2% 1,605 5.7% 317 1.1%

国 1,075,580 893,004 83.0% 182,576 108,875 10.1% 61,744 5.7% 11,957 1.1%

データを取得・

記録して活用

データを取得・

分析して活用

計

デ ー タ を 活 用 し た 農 業 を 行 っ て い る

小計

データを活用した

農業を行っていない データを取得

して活用
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（11）農産物販売金額規模別経営体数 

  

 

（12）農産物出荷先別経営体数 

  

 

  

経営体数 割合 経営体数 割合 経営体数 割合

販売なし 57 4.3% 2,072 7.3% 97,471 9.1%

50万円未満 211 15.9% 8,021 28.3% 287,068 26.7%

50万円以上100万円未満 184 13.9% 4,618 16.3% 175,812 16.3%

100万円以上300万円未満 273 20.6% 4,944 17.4% 212,820 19.8%

300万円以上500万円未満 121 9.1% 2,184 7.7% 83,412 7.8%

500万円以上1,000万円未満 140 10.6% 2,686 9.5% 91,753 8.5%

1,000万円以上3,000万円未満 243 18.3% 2,918 10.3% 86,141 8.0%

3,000万円以上5,000万円未満 44 3.3% 517 1.8% 20,122 1.9%

5,000万円以上1億円未満 29 2.2% 258 0.9% 13,119 1.2%

1億円以上2億円未満 15 1.1% 88 0.3% 4,269 0.4%

2億円以上3億円未満 8 0.6% 31 0.1% 1,332 0.1%

3億円以上5億円未満 0 0.0% 11 0.0% 935 0.1%

5億円以上 1 0.1% 27 0.1% 1,326 0.1%

合計 1,326 28,375 1,075,580

糸島市 福岡県 国

糸島市 1,269 903 48.4% 109 5.8% 161 8.6% 102 5.5% 90 4.8%

福岡県 26,303 19,185 52.2% 2,876 7.8% 3,301 9.0% 3,032 8.3% 1,059 2.9%

糸島市 425 73 3.9% 341 18.3% 14 0.7% 56 3.0% 77 4.1%

福岡県 5,535 1,093 3.0% 3,141 8.6% 185 0.5% 1,755 4.8% 1,737 4.7%

小売業者

食品製

造業・
外食産業

農産物の

販売をした
実経営体数

農協
農協以外の
集出荷団体

卸売市場

消費者に

直接販売
その他

自営の

農産物

直売所

その他の

農産物

直売所

インター

ネット

その他の

方法
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（13）米・麦・大豆作付面積 

  

       

 

（14）主な果樹作付面積・収穫量 

  

                 資料：品種別生産動向調査から集計 

  

令和２年産 令和６年産

ヒノヒカリ 857.0 741.1

夢つくし 272.2 276.3

山田錦（酒造用） 190.2 218.2

コシヒカリ 136.0 143.1

にこまる 130.5 129.4

元気つくし 81.5 83.4

ミルキークィーン 44.6 49.2

もち米 23.1 18.6

実りつくし 5.2 0.9

つくしろまん 4.9 2.3

赤米・紫黒米 2.9 2.4

米粉用米 - 0.6

その他 12.7 18.1

計 1760.8 1683.6

小麦 525.2 561.5

大麦 467.6 486.6

計 992.8 1048.1

大豆 大豆 84.8 53.5

米

麦

品種品目
作付面積（ha）

作付面積
（ha）

収穫量
（t）

作付面積
（ha）

収穫量
（t）

うんしゅうみかん 26.7 177.3 22.2 186.7

かき 2.4 61.1 3.4 65.2

もも生食用

（加工兼用種を含む）
1.5 6.7 1.0 5.3

キウイフルーツ 1.2 14.0 1.2 13.4

生食用ぶどう 0.6 3.8 0.4 3.6

びわ 0.3 4.0 0.1 1.4

品目
平成30年産 令和５年産

米・麦・大豆を主とする土地利用型

農業では、需要に応じた新たな品種導

入や品質の向上などの売れる米・麦・

大豆づくり、農地中間管理事業による

農地集積と生産規模の拡大、生産技術

向上による収量向上や生産コストの

低減などが課題です。 

 

米は、ヒノヒカリや夢つくしなどの

主食用米のほか酒造用米の山田錦な

どさまざまな品種を生産しています。

令和６年は 1,683ha 作付けしました

が、令和２年と比較すると約 77ha 減

少しています。 

 

麦は、ビール等の原料となる大麦、

麺やパン等の原料となる小麦が生産

されており、令和６年は 1,048ha作付

けされ、令和２年と比較すると約 55ha

増加しています。 

資料：水稲生産実施計画書から集計 
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（15）主な野菜作付面積・収穫量 

  

             資料：福岡県農業統計調査から集計 

 

（16）主な花き（切り花類）作付面積・出荷量 

  

                  資料：福岡県農業統計調査から集計 

 

（17）畜産農家及び家畜飼養数（令和７年２月現在） 

  

                 資料：家畜飼養頭羽数調査から集計 

  

作付面積
（ha）

収穫量
（t）

作付面積
（ha）

収穫量
（t）

ブロッコリー 122.0 1139 122.0 962.2

キャベツ 73 2976 68.7 2825.8

ねぎ 66 643 58.4 611.1

いちご 26 1131 20.86 854.6

きゅうり 20 2024 19.68 2175.8

トマト 8 562 7.1 654.0

だいこん 5 470 4.0 372.1

レタス 4 77 1.1 29.4

なす 2 137 1.93 139.5

品目
平成30年産 令和５年産

作付面積
（a）

出荷量
（1,000本）

作付面積
（a）

出荷量
（1,000本）

きく 2,170 7,400 1,980 6,526

トルコギキョウ 335 1,081 301 857

ばら 235 1,520 183 1,189

洋ラン類 230 250 124 186

ゆり 55 125 34 102

品目
平成30年産 令和５年産

農家数
（戸）

飼養頭羽数
（頭、羽）

農家数
（戸）

飼養頭羽数
（頭、羽）

乳用牛 23 2,140 19 1,831

肉用牛 20 1,688 18 1,852

豚 11 22,232 9 20,456

採卵鶏 11 265,759 10 177,273

ブロイラー 6 108,734 3 154,400

合計 71 400,553 59 355,812

畜種
令和２年２月 令和７年２月
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（18）諸外国との食料自給率（カロリーベース）の比較（％） 

  

                資料：農林水産省 HP「令和５年度食料需給表」 

 

（19）諸外国の国民１人・１日当たり供給栄養量（2021年）（試算） 

  

国・県名
1961年

昭和36年
1998年

平成10年
2017年

平成29年
2021年
令和３年

アメリカ 119 131 131 104

カナダ 102 158 255 204

ドイツ 67 96 95 83

スペイン 93 93 83 93

フランス 99 140 130 121

イタリア 90 77 59 55

オランダ 67 70 70 53

スウェーデン 90 93 78 75

イギリス 42 77 68 58

スイス 60（1996年） 56 52 45

オーストラリア 204 281 233 233

韓国 80（1970年） 54 38 32

ノルウェー（参考） 48（1970年） 53 50 46

台湾（参考） 56（1984年） 37 32 31

日本 78 40 38 38

福岡県 ― 21 20 20

合計 合計 合計

（kcal） 動物性 植物性 （g） （g） 比率（％） （g） （g） 比率（％）

アメリカ 3,752.4 29 71 122.8 85.2 69 177.7 87.5 49

カナダ 3,468.1 27 73 109.6 66.3 60 161.4 89.3 55

ドイツ 3,394.7 35 65 107.7 72.6 67 164.4 76.6 47

スペイン 3,223.4 29 71 112.5 75.2 67 157.2 87.7 56

フランス 3,386.6 36 64 119.4 77.8 65 150.6 51.3 34

イタリア 3,579.4 27 73 116.0 67.8 58 159.7 86.4 54

オランダ 3,317.3 38 62 109.0 72.4 66 138.5 48.9 35

スウェーデン 3,059.8 33 67 106.7 68.6 64 134.0 54.9 41

イギリス 3,206.9 28 72 107.5 63.2 59 134.0 55.5 41

スイス 3,212.9 34 66 98.3 65.1 66 161.2 67.0 42

オーストラリア 3,206.3 32 68 115.0 74.7 65 149.8 64.7 43

日本 2,265.7 22 78 77.6 43.6 56 81.0 38.2 47

脂 質

うち油脂類国名

熱 量

比率（％）

タンパク質

うち動物性

資料：農林水産省 HP「令和５年度食料需給表」 
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第３章 前計画の総括                         

第１節 食料 

【前計画で設定した指標の実績】 

内   容 当初数値（R１） 実績値（R６） 目標数値(R７) 

市内直売所の年間売上額 62億円 62.3億円 65億円 

学校給食における地場産品の使

用割合（重量ベース） 
37.5％ 32.6％ 40.0％ 

給食時及び総合学習等において

食育等に取り組む小中学校数

（農業体験含む） 

22校/全 22校 22校/全 22校 22校/全 22校 

地産地消を意識し 

購入している人の割合 
73.1％ 58.7％ 78％ 

栄養に関する情報発信の回数 

（広報、ホームページ、SNS など） 
５回 12回 17回 

新たに開発した特産品数 ３件 ０件 ５件 

ドリームトレイサー（青少年育

成関係事業）における調理体験

に実施回数 

４回 ２回 ４回 

どんぐり（青少年育成関係事

業）における調理体験の実施回

数 

４回 ５回 ４回 

糸島市国際交流主催事業への参

加者数（３事業） 
310人 255人 325人 

健康づくり課が行った 

個別栄養指導回数 
44回 63回 62回 

ふるさと応援寄附返礼品サイト

に参加する直売所数 
６直売所 ９直売所 15直売所 
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【総括】 

糸島市では、持続可能な食料供給体制の確保と、地産地消の推進を両輪とした施策を展

開してきました。中でも、地域内流通の中心である直売所「伊都菜彩」の年間売上は令和

６年度に約 44.2 億円、また市内 17 直売所の令和６年度年間売上が 62.3 億円を記録し、

全国的にも高水準の実績を維持しています。ただし、市内 17 直売所それぞれの売上で比

較すると小規模直売所で前年度より減少しており、今後も直売所のＰＲやイベントに係る

費用への補助事業などを行い小規模直売所への支援を継続する必要があります。 

 一方で、学校給食における地場産品の使用割合は 37.5％（令和元年度）から 32.6％（令

和６年度）へ低下し、目標である 40％には届かず、今後さらなる改善が必要です。学校給

食における地場産品の使用割合の向上については、生産者、直売所、学校などで組織する

「糸島市学校給食地産地消推進検討会議」を開催し、それぞれの課題の解決のための協議

を行いました。食育活動に関しては、市内全 22 校で継続的に農業体験や総合学習を実施

しており、教育現場との連携は安定して進んでいます。 

 市民の「地産地消意識」は、73.1％（令和元年度）から 58.7％（令和６年度）へ減少し

ており、物価高騰やライフスタイルの多様化などを背景に、市内産品選好の低下が見られ

ます。このような中、国全体で食料自給率や「国消国産」の重要性が見直される中で、本

市においても安定的な食料供給体制を維持しながら、改めて市民の食への関心と地域農産

物の利用を高めていく取組が不可欠です。 
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第２節 農業 

【前計画で設定した指標の実績】 

 内   容 当初数値（R１） 実績値（R６） 目標数値(R７) 

認定農業者数の減少抑制推計値

（R7推計値 350経営体） 
372経営体 362経営体 362経営体 

新規就農者数（累計） 13人 102人 64人 

生産現場と研究シーズのマッチン

グ件数（累計） 
０件 ４件 20件 

市が立会人になった家族経営協定

の累計締結数 
82件 92件 102件 

農業就業人口一人当たりの農業産

出額 
536.5万円 700.4万円 575.6万円 

認定新規就農者から認定農業者に

認定された人数（計画期間中累

計） 

13人 16人 13人 

販売金額が年間 1,000万円以上の

農業経営体数 
340経営体 － 350経営体 

農薬講習会開催回数 １回/年 １回/年 １回/年 

家畜伝染病予防講習会開催回数 １回/年 １回/年 １回/年 

体験プログラム（農業関連）市内

での開催回数 
４回 ６回 ６回 

関係機関と連携した 

取組実践件数（累計） 
０件 ５件 10件 

農業女性グループ等が実施する消

費者との交流事業数 
16事業 １事業 16事業 

市が委嘱・任命する農政関係付属

機関における女性委員比率 
26.7％ 21.9％ 40.0％ 

「アグリコラボいとしま」の会員

数 
80人 108人 100人 

市ホームページ農業関連ページ閲

覧数 
44,778PV 33,079PV 54,000PV 
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【総括】 

本市は農業経営の持続性と競争力を高めるため、認定農業者の育成・支援、新規就農者

への伴走型サポート、直売所を核とした地産地消の推進など、多方面で取り組みを進めて

きました。令和６年度末時点では、認定農業者数は約 362経営体と減少傾向にあるものの、

農業経営改善計画の着実な実施や経営基盤強化に向けた指導・助成により、減少幅を一定

程度抑制することができました。また、平成 22年度以降の新規就農者は累計 43人となり、

研修・実践型プログラムや地域とのマッチング支援を通じて、就農後の定着率向上に一定

の成果が見られます。 

さらに、産・学・官・民の多様な主体との連携による新たな技術導入が進展し、研究シ

ーズの活用を基盤とした累計４件のマッチングが行われ、スマート農業の実証実験や高付

加価値化への展開が始まりました。これにより、省力化や効率的な生産管理への転換が着

実に進みつつあります。加えて、経営継承や家族経営体の内部体制強化を目的とした家族

経営協定は、市の立会いのもと 92 件の締結が行われ、経営の見える化や役割分担の明確

化、世代間の円滑な承継に貢献しています。 

しかしながら、依然として農業者の高齢化や労働力不足、小規模経営体の経営継続困難

といった構造的課題は根深く、特に法人化や大規模化に至らない個人農家の支援強化が求

められています。加えて、販路の確保や気候変動リスクへの対応、収益性の確保といった

課題にも柔軟に対応していく必要があります。 

国内外の市場競争の激化や消費者ニーズの多様化に対しては、直売所・インターネット

販売などの販路拡大、地域ブランドの確立・発信を一層推し進める必要があります。 

これらの課題を踏まえ、今後は、ICT やデジタル技術の本格活用を通じた生産性向上、

環境と調和した持続可能な農業の確立、地域資源を最大限に活かした付加価値創出、さら

には多様な人材が活躍できる仕組みの構築が重要です。これらを総合的に推進することで、

糸島市の農業が将来にわたり強固で魅力的な基幹産業として発展し続けることが期待さ

れます。 
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第３節 農村 

【前計画で設定した指標の実績】 

内   容 当初数値（R１） 実績値（R６） 目標数値(R７) 

環境保全型農業直接支払事業取組

面積 
67.06ha 65.96ha 86ha 

「多面的機能支払交付金事業」や

「中山間地域等直接支払事業」に

取り組む組織数 

98組織 98組織 100組織 

稲わら（畜産飼料）とたい肥の交

換による畜産 たい肥施用面積の拡

大 

57.7ha 122.2ha 60.6ha 

侵入防止柵の未設置地域での整備 466.1km 700.9km 922.1km 

体験プログラム（農業関連）市内

での開催回数 
４回 ６回 ６回 

農用地のうち認定農業者等に利用

集積される農用地の面積割合 
57％ 48.4％ 60％ 

スマート農業機械・施設の導入件

数（累計） 
０件 43件 20件 

農業研修生を受け入れるまちづく

り事業による研修生（累計） 
０人 ０人 10人 

地域が保全管理する農地割合 77％ 78.1％ 78％ 

耕作放棄地の再生利用面積 

（耕作放棄解消面積） 
23.70ha 32.02ha 40ha 

大入地区及び沖田地区ほ場整備面

積 
０ha 53.4ha 53.4ha 

畜産農家に向けたバイオマスに関

するセミナー等の開催数 
０回 ０回 １回 

バイオマスを活用したエネルギー

創出に取り組む事業所数 
０事業所 ０事業所 ２事業所 

ファームパーク伊都国の年間施設

利用者数 
41,588人 15,103人 50,000人 

ファームパーク伊都国ホームペー

ジ閲覧数 
148,458PV 20,494PV 180,000PV 
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【総括】 

糸島市の農村地域は、市域の自然環境、農業生産、文化的景観の基盤であり、食料供給

の機能のみならず、防災・環境保全・文化継承など多様な役割を担っています。近年では、

高齢化や担い手不足、耕作放棄地の増加、地域活動の担い手減少に加え、有害鳥獣による

農作物被害の深刻化など、農村が抱える構造的な課題が一層顕在化しており持続可能な農

村の再構築が強く求められています。 

 本市では、これらの課題に対応すべく、前計画において中山間地域等直接支払交付金制

度や多面的機能支払制度の活用、耕作放棄地の再生利用、環境保全型農業の推進、資源循

環によるたい肥活用などの取組を進めてきました。 

 その結果、耕作放棄地の再生利用面積は 23.70ha（令和元年度）から 32.02ha（令和６

年度）へと大幅に拡大し、地域資源を活用した新たな営農の可能性が広がりました。また、

稲わら（畜産肥料）とたい肥の交換による施用面積は 57.7ha（令和元年度）から 122.2ha

（令和６年度）に倍増し、地域内の農畜連携・循環型農業の好事例として成果を上げてい

ます。 

 一方、環境保全型農業の直接支払事業の取組面積は 65.96ha（令和６年度）と横ばいで、

目標の 86haには届いておらず、普及啓発が課題です。 

また、有害鳥獣対策の一環として侵入防止柵の整備にも注力し、未設置地域における柵

の延長距離は 466.1km（令和元年度）から 700.9km（令和６年度）へと大幅に増加しまし

た。しかしながら、令和６年度の農産物被害額は、38,386千円となっており、より一層踏

み込んだ対策を図る必要があります。 

今後の取組においては、農地の保全・活用を通じて農村地域の景観や生態系を守るとと

もに、中山間地域における小規模農業や集落営農の持続性を高める施策が求められます。 

さらに、都市部との交流を通じて都市住民の理解と関心を喚起し、地域コミュニティの

再生、若者や新規就農者の参入促進を後押しすることが重要です。そのためには、面的支

援や集落ごとの課題対応、農業体験・交流の促進、地域資源を活かした環境、女性や高齢

者の参画促進など、幅広い視点から地域農村の多機能性を最大限に引き出す取り組みが不

可欠です。 

 農村の価値と役割を再認識し、地域の人々が自らの暮らしと誇りを持って関わり続けら

れるよう、行政・地域・民間が一体となって持続可能な農村社会の構築をめざしていきま

す。 
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第４章 目標とする食料・農業・農村像                  

 

基本条例ならびに本計画、また、第２次糸島市長期総合計画や本市の食料・農業・農村の

現状と課題を踏まえ、市民にとって望ましい本市の食料・農業・農村像について、次のよう

に設定します。 

 

１ 食 料 像  

『地域で支える健全な食生活と食料自給の意識が根付く社会』 

 

・糸島産の安全・安心な食料が地域で安定的に生産・供給され、市民の信頼とつながりを

育みます。 

・地産地消と食育を通じて、子どもから大人までが食の重要性を実感できる場を広げます。 

・地域の食文化や伝統を守り、健全な食生活が実践されるまちを築きます。 

 

２ 農 業 像  

『多様な担い手が参画し、優れた経営感覚を備えた農業者によって持続的に

展開される農業の実現』 

 

・多様な担い手が活躍し、創意と工夫に富んだ農業経営が発展する環境を整えます。 

・スマート農業や環境に配慮した農の可能性を広げます。 

・九州大学等と連携しながら産学官による知見と技術の循環を促進し、農力の価値を発信

します。 

 

３ 農 村 像  

『多様な人と資源が共生し、誇りを持って暮らせる農村社会』 

  

・農村が持つ景観、水源、生物多様性、文化などの多面的機能を守り、豊かな暮らしを育

みます。 

・住民自治や外部人材との協働を進め、地域資源の価値を再発見・再構築していきます。 

・農村と都市のつながりを強め、誇りと魅力ある共生の場としての農村社会を次代へ継承

します。 
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第５章 基本的施策の概要                       

  基本条例第７条で定める 10項目の基本的施策に対する施策は、下記のとおりです。 

  第６章に主な取組や数値目標、第７章に各主体それぞれの行動指針について掲載してい

ます。 

 

【持続可能な開発目標（SDGs）との関連】 

SDGsとは持続可能でよりよい社会に実現を目指す世界共通の目標です。2030年を達成年限

とし、17の目標と 169のターゲットから構成されています。本計画においても、持続可能な

社会の実現に向けて SDGsの目標を意識しながら展開していきます。 

【SDGs17 の目標】 

 

 

 

 

 

1 多様な担い手の育成と人材活用

2 収益性の高い農業経営の確立と産地育成、スマート農業の推進

3 新規就農の促進・支援

2 地域で生産される食料の信頼の確保 1 安全で安心できる農畜産物生産の支援と消費の拡大

3
生産基盤の維持、保全等による農村が有する多
面的な機能の発揮

1 農村集落の活性化及び優良農地の保全

4 農業の資源循環機能の維持及び環境保全 1 環境保全型農業の推進

1 地域食材の利用促進、地産地消のPR

2 特産品づくりの支援や加工所・生産組織の育成推進

1 家庭・地域における食育の推進

2 小・中学校における食育の推進

3 学習・体験活動による食育の推進

4 食を通じた国際交流の推進

1 グリーンツーリズムの推進

2 糸島市農業公園「ファームパーク伊都国」を拠点とした事業の展開

1 女性農業者及び女性農業者組織の活動支援や各種農業施策への参画の推進

2 家族経営協定の締結推進

9 九州大学を始めとする産・学・官の連携 1 連携協定締結大学等との事業の展開

10 農力を育み、発揮する取組の情報発信 1 農力への理解を進める情報の発信

基本的施策 施策

1
多様な担い手の育成及び確保、産地の育成、農
業経営の確立等

7
グリーンツーリズムの推進及び農業公園の果たす
役割

8 女性農業者が持つ力の発揮

5 地産地消の推進

6 食育の推進
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第６章 基本的施策の主な取組                 

第１節 多様な担い手の育成及び確保、産地の育成、農業経営の確立等 

 施策（１）多様な担い手の育成と人材活用 

【取組の方向性】 

認定農業者を中心に担い手の経営の安定化を図り、新規就農者や企業、農業を応援する者

など多様な担い手を受け入れ、地域の実情をふまえながら農地の集積や農地の保全により持

続可能な農業構造をつくります。 

【主な取組】 

・認定農業者連絡協議会の活動支援を通じた認定農業者の経営力強化 

・新規就農者の伴走支援と認定農業者への移行促進 

・技術向上等人材育成に関する支援の実施 

 

【数値目標（KPI）】 

指標名(R6～R12) 現状数値（R6） 目標数値（R12) 担当課 

認定農業者数の減少抑制 

（R12推計値 354経営体） 
362経営体 354経営体 農業振興課 

認定新規就農者から認定農業者

に認定された人数 

(目標数値は R8～R12累計) 

16人 15人 農業振興課 

農用地のうち認定農業者等に利

用集積される農用地の面積割合 
48.4％ 80％ 農地政策課 

「糸島市認定農業者連絡協議会」

「糸島市新規就農者ネットワーク

協議会」の研修会等開催回数 

５回/年 ６回/年 農業振興課 

【関連計画】 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 
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施策（２）収益性の高い農業経営の確立と産地育成、スマート農業の推進 

【取組の方向性】 

気候変動に対応しながら、農業所得の向上と産地競争力の強化を図るため、高収益型経営

への転換とスマート農業の導入を推進し、持続的で経営力のある農業を実現します。 

【主な取組】 

・国県や市の補助制度によるスマート農業や新技術など機械・施設の導入支援の実施 

・ＪＡ糸島、福岡農林事務所、福岡普及指導センター等関係機関と緊密に連携した営農支援

の実施 

・農業者に対し各種補助制度や機械・施設の導入事例など情報提供の実施 

 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

農業産出額 191.3憶円 205憶円 農業振興課 

スマート農業機械・施設の導入

件数(目標数値は R8～R12累計) 
43件 20件 農業振興課 

 

 

 

施策（３）新規就農の促進・支援 

【取組の方向性】 

地域計画に沿って地域農業を持続させるため、新規就農者の確保と定着を図り、多様な

人材が活躍できる環境を整えます。就農希望段階から営農定着まで切れ目なく支援し、安

定した経営への移行を後押しします。 

【主な取組】 

・各種事業による新規就農者の定着に向けた支援の実施 

・農業経営や栽培技術の習得及び向上を図るため「新規就農者ネットワーク協議会」で実施

する研修や交流事業の支援 

・ＪＡ糸島、福岡普及指導センター等関係機関と連携し新規就農者を対象とした研修の実施 

・就農希望者への取組支援や移住支援担当課との連携による農村集落の担い手確保 

   

 【数値目標（KPI）】 

指標名 
現状数値

（R6） 
目標数値(R12) 担当課 

新規就農者数 

目標数値は（R5～R12）第２次糸島市

長期総合計画後期基本計画の累計 

43人/年 132人 農業振興課 

認定新規就農者数累計 

(目標数値は R8～R12累計) 
６人 60人 農業振興課 

【関連計画】 

糸島市地域農業経営基盤強化促進計画 
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第２節 地域で生産される食料の信頼の確保 

施策（１）安全で安心できる農畜産物生産の支援 

【取組の方向性】 

環境に配慮した農業や適正な衛生管理を推進し、安全で安心できる農畜産物の安定供給を

図ります。生産者が主体的に取り組める体制を整え、持続可能な農業生産を実現します。 

【主な取組】 

・環境保全型農業の普及促進（減農薬・減化学肥料、有機農業など） 

・畜産における適正飼養管理と家畜排せつ物の適切な処理の推進 

 

  【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

環境保全型農業直接支払事業取

組面積 
65.96ha 70.2ha 農業振興課 

家畜伝染病予防講習会開催回数 １回／年 １回／年 農業振興課 
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第３節 生産基盤の維持、保全等による農村が有する多面的な機能の発揮 

 施策（１）農村集落の活性化及び優良農地の保全 

【取組の方向性】 

農村地域が持つ防災・環境保全・景観形成などの多面的な機能を十分に発揮できるよ

う、地域住民が主体となった活動を支援するとともに、集落の活力維持と次世代への継

承を図ります。 

農業生産の基盤となる優良農地を将来にわたり確保するため、耕作放棄地の発生防止

と再生利用を進めるとともに、鳥獣害対策を含む農地保全活動を強化し、地域の意向を

踏まえた持続的な営農が可能な環境を整備します。 

【主な取組】 

・中山間地域等直接支払事業による営農継続・生活環境維持の支援 

・多様な主体（住民、農業者、関係団体）との連携による地域コミュニティの強化 

・農地パトロールによる適正利用の確認と農地保全意識の醸成、農業振興地域整備計画に

基づく優良農地の確保と整備及び無秩序な農地転用を抑制するための計画的な実行 

・耕作放棄地の発生防止と再生利用に向けた支援（農地バンクの活用、農地流動化の促進、

担い手への集積促進等） 

・農地の区画整理や排水施設の改修等による利用条件の改善  

・鳥獣害対策としての侵入防止柵の整備推進や地域主体の防除活動支援 

  ・多面的機能支払交付金事業を活用した地域ぐるみの共同活動の推進 

 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

「中山間地域等直接支払事業」

の取組面積 
226.7ha 236ha 農業振興課 

耕作放棄地の再生利用面積 32.02ha 43ha 農地政策課 

侵入防止柵の未設置地域での整

備延長 
700.9km 951.9km 農地政策課 

有害鳥獣による農産物被害額の

抑制 
38,386千円 32,900千円 農地政策課 

多面的機能支払交付金による共

同活動の面積 
3,215ha 3,260ha 農地政策課 

  

 【関連計画】 

糸島市農業振興地域整備計画 

  糸島市地域鳥獣害防止計画 
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第４節 農業の資源循環機能の維持及び環境保全 

 施策（１）環境保全型農業の推進 

  【取組の方向性】 

環境に配慮した農業の普及を進め、地域資源を循環的に活用することで、持続可能な農

業経営と農村環境の保全を両立させます。特に、耕種農家と畜産農家が連携した資源循環

を推進し、地域全体で環境負荷の低減を図ります。 

  【主な取組】 

  ・環境保全型農業直接支払事業への取組支援 

・化学肥料や化学合成農薬の使用低減、緑肥や有機肥料の活用促進 

・畜産粗飼料とたい肥の交換をはじめとする耕畜連携の推進 

・畜産たい肥の適正利用と施用拡大に向けた流通体制整備 

 

  【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

環境保全型農業直接支払事業取

組面積（再掲） 
65.96ha 70.2ha 農業振興課 

畜産粗飼料とたい肥の交換によ

る耕畜連携面積の拡大 
122.2ha 130ha 農業振興課  
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第５節 地産地消の推進 

 施策（１）地域食材の利用促進、地産地消のＰＲ 

【取組の方向性】 

地域で生産された農林水産物を市民が身近に消費することは、生産者の経営安定や地域

経済の活性化につながるとともに、食の安心・安全の確保に寄与します。直売所や学校給

食、飲食店など様々な場面での利用を促進するとともに、広報活動や教育を通じて、市民

一人ひとりが「地産地消」を意識し、糸島の農林水産物を選択する機運を高めます。 

 【主な取組】 

  ・「地産地消応援団」の加入拡大及び加入店舗のＰＲの実施 

  ・直売所間の連携・協力体制の構築及び直売所活性化事業の実施 

  ・地域食材の消費を促すための情報の発信 

  ・学校給食への地域の食材の納入をさらに進めるための流通システムの構築を検討 

  ・学校給食に納入する生産者、生産者グループ、直売所の育成 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

市内直売所の売上額 62.3億円 63億円 農業振興課 

地産地消応援団の加入店舗件数 109件 115件 農業振興課 

 

 

 施策（２）特産品づくりの支援や加工所・生産組織の育成推進 

【取組の方向性】 

地域の農林水産物を活用した特産品の開発や加工・流通体制の整備を進め、地域経済の活

性化と農業者の収益向上を図ります。併せて、加工所や生産組織の育成を通じて、持続可能

な生産・流通体制の構築を目指します。 

 【主な取組】 

・特産品づくりに積極的に取り組む農業者などへの必要な機器等の導入支援 

・糸島食のわくわく協議会が行う取組への協力 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

市内農林水産物を活用して新商

品開発に取り組む事業所を支援

した件数 

(目標数値は R8～R12累計) 

２件 ５件 
農業振興課 

商工振興課 

ふるさと納税に登録している直

売所数 
９直売所 14直売所 農業振興課 

【関連計画】糸島市中小企業振興基本計画        
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第６節 食育の推進 

 施策（１）家庭・地域における食育の推進 

【取組の方向性】 

家庭や地域において、市民が地元農林水産物や栄養バランスの取れた食生活の重要性を

理解し、健全な食習慣を実践できる力を育みながら地域全体での食育推進を目指します。  

【主な取組】 

  ・広報いとしまや市ホームページ、SNSなどを活用した栄養に関する情報提供 

・多様な暮らし方を踏まえた食生活支援（管理栄養士監修の時短レシピの紹介、外食・中食

の上手な活用方法など） 

  ・スーパーや飲食店と連携した食環境の整備  

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

栄養に関する情報発信（広報、ホ

ームページ、ＳＮＳなど）の回数 
12回 27回 健康づくり課 

個別栄養指導回数 63回 77回 健康づくり課 

【関連計画】糸島市健康増進計画（健康いとしま２１） 

 

 

 施策（２）小・中学校における食育の推進 

【取組の方向性】 

 学校教育の場で、児童生徒が地元農林水産物の価値や地産地消の意義を理解し、栄養バ

ランスの取れた食生活を実践することを通じて、健全な食習慣とともに地域農業への関心

を育みます。これにより、将来的な地産地消の推進や地域農業の持続性に資する人材育成

につなげます。 

【主な取組】 

・給食時や総合学習等における食育の継続 

・給食月間、食育の日、弁当の日の取組の継続 

・農業体験（米や野菜作りと給食への活用）の実施 

・生産者と学校の連携調整 

・学校給食への糸島産農産物の活用 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

給食時及び総合学習等において食育等

に取り組む小中学校数（農業体験含む） 
22校／全 22校 22校／全 22校 学校教育課 

学校給食における糸島産農産物

の使用割合（重量ベース） 
32.6％ 42％ 学校教育課 

【関連計画】糸島市教育振興基本計画 
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 施策（３）学習・体験活動による食育の推進 

【取組の方向性】 

農業・食文化・栄養に関する学習や体験活動を通じて、食への理解を深めるとともに、地

元農林水産物の利用意識を高め、健全な食習慣や地域農業への関心を育むことを目指します。 

【主な取組】 

・ドリームトレイサーやどんぐりの活動の中で、食育を意識した調理体験の実施 

・子どもを対象とする農業体験等に取り組む事業者への支援の実施 

 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値（R6） 目標数値(R12) 担当課 

小中高生を対象とした青少年育

成関係事業（ドリームトレイサ

ー・どんぐり等）における調理体

験の人数 

31人/年 35人/年 生涯学習課 

 

【関連計画】  

糸島市生涯学習基本計画 

 糸島市教育振興基本計画 

 

 

 

 施策（４）食を通じた国際交流の推進 

【取組の方向性】 

国際交流を通じて糸島の食や農林水産物の魅力を広く発信することで、地域農業への理解

を深め、食文化の多様性を尊重する相互理解を育むことを目指します。 

【主な取組】 

・糸島市国際交流協会主催の各種事業への支援 

 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(R6） 目標数値(R12) 担当課 

糸島市国際交流協会主催事業へ

の参加者数（３事業合計） 
255人/年 325人/年 

コミュニティ推

進課 

  

【関連計画】  

糸島市多文化共生推進計画   

糸島市多文化共生行動計画 
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第７節 グリーンツーリズムの推進及び農業公園の果たす役割 

施策（１）グリーンツーリズムの推進 

【取組の方向性】 

地域農業と観光を結びつけ、農業体験や直売所の利用、農村景観の楽しみを通じて訪れ

る人々に糸島の農業や食文化の魅力を伝えます。地域経済の活性化と農業への理解促進を目

指します。   

【主な取組】 

・農業体験等を通じグリーンツーリズムの発展に取り組む事業者に対する支援の実施 

・市民農園に関する情報を市ホームページで発信 

・糸島市直売所ネットワーク会議に属する直売所の支援 

 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(R6） 目標数値(R12) 担当課 

グリーンツーリズムを推進し、

市が支援する団体数 
５団体 ４団体 農業振興課 

 

【関連計画】  

糸島市観光振興基本計画   

 

 

施策（２）糸島市農業公園「ファームパーク伊都国」を拠点とした事業の展開 

【取組の方向性】 

農業公園を地域農業の学習・体験・交流の場として活用し、来園者が農業の理解を深め

るとともに、地域農産物の販路拡大や地域経済の活性化に寄与します。 

【主な取組】 

・利用者のニーズを踏まえた魅力ある体験講座やイベントの実施と効果的なＰＲ活動 

・地産地消、食育の推進につながる市ホームページでの情報発信 

・市民に愛される農業公園づくりに向けた施設の利活用の検討 

 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(Ｒ6) 目標数値（Ｒ12） 担当課 

ファームパーク伊都国の年間施

設利用者数 
15,103人 21,000人 農業振興課 

ファームパーク伊都国ホームペ

ージ閲覧数 
20,494PV 30,000PV 農業振興課 
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第８節 女性農業者が持つ力の発揮 

施策（１）女性農業者及び女性農業者組織の活動支援、各種農業施策への参画の推進 

【取組の方向性】 

女性農業者が農業経営や地域活動に主体的に参画できる環境を整えることで、地域農業

の活性化や新たな価値創出を促進することを目指します。また、各種農政関連の委員会や農

業団体、集落営農組織などにおける女性農業者の登用を促し、福岡普及指導センター、ＪＡ

糸島、糸島市農業女性の会「ふた葉」と連携して女性農業者の担い手の発掘を進めます。 

【主な取組】 

・女性農業者組織への活動支援や研修の実施 

・情報交換やネットワーク形成の場づくり 

・女性農業者の育成・就農支援 

・地域イベントへの参加支援 

・女性農業者の農業施策への参画の啓発 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(Ｒ6) 目標数値（Ｒ12） 担当課 

糸島市農業女性の会「ふた葉」 

の活動数 

(目標数値は R8～R12累計) 

３回 15回 農業振興課 

市が委嘱・任命する農政関連附

属機関における女性委員比率 
21.9％ 40.0％ 農業振興課 

 【関連計画】 糸島市男女共同参画社会基本計画 

 

 

 

施策（２）家族経営協定の締結推進 

 【取組の方向性】 

 農業経営における家族間の役割分担や権利・責任を明確化する家族経営協定の締結を推進

することで、女性農業者の経営参加を促進し、安定した経営基盤の確立と農業経営の持続性

向上を目指します。 

 【主な取組】 

・認定農業者連絡協議会や農業女性の会などへ家族経営協定に関する情報提供 

・家族経営協定制度の周知 

・協定締結式の実施 

 【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(Ｒ6) 目標数値（Ｒ12） 担当課 

市が立会人となった家族経営協

定の累計締結数 
92件 95件 農業振興課 
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第９節 九州大学を始めとする産・学・官の連携 

施策（１）連携協定締結大学等との事業の展開 

【取組の方向性】 

平成 22年 3月に組織した、農業者・ＪＡ糸島（産）・九州大学（学）・福岡普及指導セン

ター・糸島市（官）で構成する「糸島農業産学官連携推進協議会（アグリコラボいとしま）」

を主軸とした実証研究や人材育成、地域資源を活かした新たな農業モデルの構築推進、学術

的知見を地域農業に還元し、持続可能な農業経営や地域活性化に資する事業展開を促進しま

す。 

【主な取組】 

・農業者のニーズ、研究シーズの効率的なマッチング手法の研究と共同研究の推進 

・生産現場での研究シーズ導入支援 

・産・学・官で取り組む成功事例などの情報発信 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(Ｒ6) 目標数値（Ｒ12） 担当課 

「アグリコラボいとしま」の会

員数 
108人 126人 農業振興課 

生産現場と研究シーズのマッチ

ング件数 

(目標数値は R8～R12累計) 

４件 24件 農業振興課 

 

 

 

 

第１０節 農力を育み、発揮する取組の情報発信 

施策（１）農力への理解を進める情報の発信 

【取組の方向性】 

地域農業や農業者の取組、地元産品の魅力を幅広く市民や関係者に伝えることで、農業へ

の理解と関心を深め、地域農業の持続可能性と発展につなげる。情報発信を通じて、農業の

価値や地域貢献を可視化し、地域の食や農に関する意識の醸成を目指します。 

【主な取組】 

・広報いとしま、市ホームページや SNS等を活用した情報発信 

・商工部門やブランド推進部門等関係課と連携した情報発信 

・情報発信の拠点である直売所の支援や農畜産物を含む「食」に関する情報発信 

【数値目標（KPI）】 

指標名 現状数値(Ｒ6) 目標数値（Ｒ12） 担当課 

市ホームページ農業関連ページ

閲覧数 
33,079PV 54,000PV 農業振興課 
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○糸島市農力を育む基本条例 

平成22年１月１日 

条例第119号 

人間の人間らしい営みと自然との接点に、食料・農業・農村がある。 

これらは、私たちが愛する糸島の景観、風習、文化などに大きな恵みをもたらしてきた。この

ような人間生活の発展に資する食料・農業・農村が持つ力を農力という。 

農力は、人間に生きる糧と力を与え、自然とのつきあい方を教えるとともに、人間を育て、人

間社会の進むべき道筋を示すことができる。農力によって、安全で安心できる食料の供給や健康

な生活及び自然環境が守られ、より豊かな地域社会を形成していくことができる。 

農力は、農業という営みの中で発揮され、市民と農業者が支え合う関係を築くことによって更

に高められる。食料・農業・農村を取り巻く情勢の転換点に立つ現在、糸島市が持つ大きな農力

を市民全体で育み、発揮していくことが大切である。 

私たちは、このような認識のもとに、市民、農業者及び農業団体、食品産業の事業者並びに行

政との協働により、農力を育み、発揮し、魅力ある食料・農業・農村を次世代に引き継ぐととも

に、その進むべき道を明らかにするため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、食料・農業・農村の在り方についての基本理念及びその実現に必要な基本

的施策を定めることにより、市民全体で農力を育み、性別、年齢等を問わず農業者一人ひとり

の持てる力を発揮し、安全で安心できる食料の生産、流通及び消費が図られ、もって持続的に

発展する農業の確立と都市と農村とが調和した豊かで住みよい地域社会の実現に寄与すること

を目的とする。 

（基本理念） 

第２条 食料の在り方についての基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 安全で安心できる食料を安定的に生産し、供給することにより、食料に対する市民の信

頼を確保すること。 

(2) 地域で生産される食料の地域での流通及び消費を促進すること。 

(3) 食の重要性に対する理解を深め、地域特有の食文化の継承等を含めた食育を推進するこ

と。 

２ 農業の在り方についての基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 農地、農業用水その他の農業資源や多様な担い手を確保し、これらを効果的に組み合わ

せ、創意と工夫あふれる農業の振興を図ること。 

(2) 収益性の高い農業経営の確立を図り、自然環境と調和した持続的な農業を展開するこ

と。 

３ 農村の在り方についての基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

良好な景観の形成、水源のかん養、洪水の防止、生物多様性の保全、文化の伝承等の多面的な

機能を有する自然と人間との共生の場として、農村を整備し、保全すること。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条に規定する基本理念にのっとり、農力を育み、発揮するための基本的かつ総

合的な施策を推進しなければならない。 
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（農業者及び農業団体の責務） 

第４条 農業者及び農業団体は、自らが食料の生産者であり、農村における地域づくりの主体で

あることを認識し、自ら生産する食料について積極的に情報を発信するとともに、安全で安心

できる食料を安定的に生産し、農力を育み、発揮することに主体的に取り組まなければならな

い。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、農力が市民生活に果たす役割の重要性についての理解と関心を深め、環境の保

全に取り組み、地域で生産される食料を積極的に消費するとともに健康で豊かな食生活の実践

に努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 食品産業の事業者は、農力が市民生活に果たす役割の重要性についての理解と関心を深

め、消費者への安全で安心できる食料の円滑かつ安定的な供給に努めるものとする。 

（基本的施策） 

第７条 市は、第２条に規定する基本理念にのっとり、次に掲げる事項を基本的施策として、推

進しなければならない。 

(1) 多様な担い手の育成及び確保、産地の育成、農業経営の確立等に必要な施策 

(2) 地域で生産される食料の信頼の確保に必要な施策 

(3) 生産基盤の維持、保全等による農村が有する多面的な機能の発揮に必要な施策 

(4) 農業の資源循環機能の維持及び環境保全に必要な施策 

(5) 地産地消に必要な施策 

(6) 食育の推進に必要な施策 

(7) グリーンツーリズムの推進及び農業公園の果たす役割に必要な施策 

(8) 女性農業者が持つ力の発揮に必要な施策 

(9) 九州大学を始めとする産・学・官の連携に必要な施策 

(10) 農力を育み、発揮する取組の情報発信に必要な施策 

（基本計画） 

第８条 市長は、前条に規定する基本的な施策を総合的かつ計画的に推進するため、農力を育

み、発揮する基本計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 前項の基本計画を策定しようとするときは、あらかじめ広く市民の意見が反映されるよう十

分に配慮するとともに、第10条に規定する糸島市農力を育む市民推進会議の意見を聴かなけれ

ばならない。 

３ 市長は、第１項の基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 市長は、食料・農業・農村を取り巻く情勢の変化を勘案し、おおむね５年ごとに基本計画に

検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 

５ 第２項及び第３項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（実施状況の公表） 

第９条 市長は、基本計画に基づく施策の実施状況等をとりまとめ、毎年公表するものとする。 

（糸島市農力を育む市民推進会議） 

第10条 市に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、糸島市
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農力を育む市民推進会議（以下「農力市民会議」という。）を置く。 

２ 農力市民会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 基本計画の策定及び変更に関すること。 

(2) 基本計画に基づく施策の実施状況に関すること。 

(3) その他市長が特に必要があると認めること。 

３ 農力市民会議の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また同様とする。 

４ 前３項に掲げるもののほか、農力市民会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

附 則 

この条例は、平成22年１月１日から施行する。 
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○糸島市農力を育む市民推進会議規則 

平成 22年１月１日 

規則第 132号 

改正 平成 27年３月 17日規則第４号 

平成 28年６月１日規則第 28号 

令和４年３月 25日規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、糸島市農力を育む基本条例（平成 22 年糸島市条例第 119 号）第 10 条の規

定により、糸島市農力を育む市民推進会議（以下「農力市民会議」という。）の組織及び運営に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 農力市民会議は、委員 20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 糸島市農業委員会委員 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 農業者 

(4) 農業団体の代表 

(5) 食品産業の事業者代表 

(6) 市民代表 

(7) 市職員 

(8) 市長が特に必要と認める者 

（平 28規則 28・一部改正） 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 農力市民会議に会長及び副会長それぞれ１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、農力市民会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第５条 農力市民会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 農力市民会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 農力市民会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 農力市民会議において必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又

は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 農力市民会議の庶務は、農林水産部農業振興課において処理する。 
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（平 27規則４・令４規則７・一部改正） 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、農力市民会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

附 則 

この規則は、平成 22年１月１日から施行する。 

附 則（平成 27年３月 17日規則第４号） 

この規則は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28年６月１日規則第 28号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（委員の任期の特例） 

２ この規則の施行の日以後最初に委嘱された農力市民会議の委員の任期は、第３条第１項本文

の規定にかかわらず、平成 30年３月 31日までとする。 

附 則（令和４年３月 25日規則第７号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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○糸島市農力を育む市民推進会議委員名簿 

 

敬称略 

 

 

氏　　名 役職等 備考

会長 井上　憲一 教授 令和6年4月から

副会長 井上　孝治 会長 令和7年4月から

委員 大櫛　邦生 会長 令和7年7月から

委員 加茂　貴子 副会長 令和6年4月から

委員 馬場　孝志 会長 令和6年4月から

委員 土井　隆之 会長 令和6年4月から

委員 谷口　汰一 副会長 令和6年4月から

委員 大城　悦徳 令和6年4月から

委員 西村　多加子 令和6年4月から

委員 中尾　雅幸 令和6年4月から

委員 横山　利幸 センター長 令和7年4月から

委員 相田　俊郎
営農経済
担当常務

令和6年4月から

委員 岡﨑　伸子
営農企画課
考査役

令和6年4月から

委員 小澤　尚子 係長 令和6年4月から

委員 岡本　由貴 係長 令和7年4月から

委員 千代反田　崇 係長 令和6年4月から

委員 弓削田　隆人 係長 令和6年4月から

委員 出利葉　香織 栄養教諭 令和6年4月から

糸島市健康づくり課

糸島市農業女性の会「ふた葉」

糸島食のわくわく協議会

福岡普及指導センター

糸島市学校給食地産地消推進検討会議

糸島市学校教育課

可也小学校

公募委員

糸島農業協同組合

糸島市ブランド政策課

糸島市新規就農者ネットワーク協議会

公募委員

公募委員

糸島農業協同組合

糸島市生涯学習課

糸島市認定農業者連絡協議会

所　　　　属

国立大学法人九州大学大学院農学研究院　　

糸島市農業委員会
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○用語集 

・あ行 

• 糸島市農力を育む基本条例 

糸島市の地域農業振興と豊かな食・農村環境の次世代継承を目指し、市の責務や市

民等の役割を定める条例。本計画の根拠となる。 

• 糸島市農力を育む市民推進会議 

「糸島市農力を育む基本計画」の推進、施策管理、計画見直しのため設置される会

議体。市民、農業者、関係団体等の代表で構成される。 

• 糸島食のわくわく協議会(旧糸島市食品産業クラスター協議会) 

糸島市内の食品関連事業者や農林水産事業者、流通・販売事業者が交流し、地域の

経済活性化を推進するために設置された協議会。 

• 糸島市地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画） 

地域の高齢化や担い手不足が進む中で、「誰が、どの農地を、どのように利用してい

くか」という、地域の農業の将来像を明確にするための計画。 

• 糸島農業産学官連携推進協議会(アグリコラボいとしま) 

糸島地域の農業者、大学、農業関係機関が情報交換し、産学官連携を促進するため

の協議会。知的・地域資源を活かした共同研究・活動で地域の創造と活性化に寄与

する。 

• ICT（Information and Communication Technology） 

情報の収集、処理、発信に加え、通信ネットワークを利用してデータやシステムを

共有・活用する技術（情報通信技術）の総称。 

• エシカル（倫理的）な生産 

倫理的・道徳的な観点から、人・社会・地球環境に配慮して行われる生産活動全般。 

か行 

• 家族経営協定 

家族農業経営において、世帯員が経営に参画し、意欲を持って働ける魅力的な経営

を目指す協定。経営方針、役割分担、就業環境などを家族間の話し合いで取り決め

る。 

• 家畜伝染病 

家畜の伝染性疾病。経済的損失や防疫の難易度から「家畜伝染病」と「届出伝染病」

に大別される。発生時には届け出、隔離、処分、消毒が義務付けられる。 

• 家畜排せつ物 

家畜（牛、豚、鶏など）の糞尿のこと。 

 

• グリーンツーリズム 

都市住民が農山村を訪れ、豊かな自然や地域資源に触れ、農村文化、生活、農業体
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験などを通じて地域の人々と交流する休暇や余暇活動。 

• 経営耕地面積 

農業経営のために耕作し、農作物をつくる田畑として利用している土地の面積。 

• 研究シーズ 

科学技術研究における、将来の成果につながる可能性の高い研究テーマ。 

• 耕作放棄地 

農林水産省の統計区分で、1 年以上作付けされず、今後も耕作する意思のない土地。 

• 国土利用計画 

国土利用計画法に基づき、市町村が国土利用の基本理念に即して定める地域計画。

市町村の土地利用に関する行政の指針となる。 

• 環境保全型農業 

農業の物質循環機能を活かし、生産性との調和を図りつつ、化学肥料・農薬の使用

等による環境負荷軽減に配慮した持続的な農業。 

• 環境保全型農業直接支払事業 

有機農業や化学肥料・農薬 5 割以上低減など、地球温暖化防止や生物多様性保全に

効果の高い営農活動に取り組む農業者団体への支援事業。 

さ行 

• 採草放牧地 

農地以外の土地で、採草または家畜の放牧のために利用される土地。 

• 産学官 

産業界（民間企業）、学校（教育・研究機関）、官公庁（国・地方公共団体）の三者

のこと。 

• 資源循環型 

生産から廃棄まで、物質の効率的な利用とリサイクルを進めること。 

• 集落 

農業コミュニティの基本単位で、農業協同組合の集落単位を指す。糸島市には 117

集落があり、行政区と重なることが多い。 

• 集落営農 

地縁的にまとまりのある地域の農家が、農業生産を共同で行う営農活動。転作田団

地化、機械の共同利用、生産から販売までの共同化など、形態は多様。 

• 集落営農組織 

集落営農を実践している活動組織のこと。 

• 主業(農家) 

農業所得が全体の 50%以上を占め、かつ 65 歳未満の世帯員が年間 60 日以上自営農

業に従事する農家。（農林業センサス定義） 
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• 準主業(農家) 

農業所得が全体の 50%未満で、かつ 65 歳未満の世帯員が年間 60 日以上自営農業に

従事する農家。（農林業センサス定義） 

• 食育 

健全な食生活を送る知識と選択能力を育むこと。食の生産から消費、健康、食文化

など食に関する多様な教育活動。 

• 食料自給率 

国内の食料供給量に対する国内生産量の割合。 

• 食料・農業・農村基本計画 

食料・農業・農村基本法に基づき、政府が食料・農業・農村の中長期的方針を定め

る計画。約 5 年ごとに情勢変化を考慮して見直される。 

• 食料・農業・農村基本法 

食料自給率低下や農業者の高齢化など、食料・農業・農村情勢の変化を受け、農業

基本法に代わり 1999 年に制定。食料安定供給、多面的機能、農業発展、農村振興を

基本理念とする法律。 

• 新規就農者 

新たに農業を始めた者、または新たに農業経営の継承者となった者のこと。 

• スマート農業 

ロボット、AI、IoT などの先端技術を活用し、超省力化と高品質生産を実現する新

しい農業。生産性向上、労働力不足解消、環境負荷低減に寄与する。 

• 生物多様性 

生きものや生態系の豊かさを示す言葉。様々な生物がそれぞれの地域で互いに「つ

ながり」を持って生きている状態を指す。 

• SDGs:持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals) 

2015 年に国連で採択された国際開発目標で、2030 年までに達成を目指す。持続可

能でより良い世界を実現するための 17 のゴールと 169 のターゲットから構成され

る。 

た行 

• たい肥 

植物などを腐らせてつくった有機肥料のこと。 

• 地区 

旧小学校単位を基本とする農業集落のまとまりの単位。糸島市内には 14 地区が存

在する。 

• 畜産粗飼料 

牧草、稲わら、サイレージなどに代表される牛の飼料。 
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• 地産地消 

地域で生産された農林水産物を地域内で消費し、国産農林水産物の消費拡大を目指

す取り組み。 

• 中山間地域 

平野部から山間部にかけて広がる、傾斜地が多く農業生産や生活条件が不利な地域。 

• 中山間地域等直接支払事業 

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づき、農業生産条件が不利

な中山間地域で農業生産活動を継続するために、国や地方自治体から支援される制

度。 

• 長期総合計画 

市民と議会に対し市政の方向性を明確にし、総合的かつ計画的に市政を行うための

総合的な指針。現在、第 2 次糸島市長期総合計画（令和 3～12 年度）を実施中。 

• 直売所 

消費者に農産物を直接販売するために開設された施設。季節限定の農産物販売期間

を設ける場合もある。 

• 多面的機能 

農業生産活動により生じる食料供給以外の多方面にわたる機能。国土保全、水源か

ん養、自然環境保全、良好な景観形成、文化伝承などが含まれる。 

• 多面的機能支払交付金事業 

農業・農村の多面的機能維持・発揮を目的とした地域の共同活動への支援事業。地

域資源の適切な保全管理を推進し、担い手農家への農地集積を後押しする。 

• 土地利用型農業 

主に水田を中心に米・麦・大豆・露地野菜などを栽培し、効率的な土地利用を前提

とした農業経営のこと。 

• ドリームトレイサー 

キャンプや山登りなどの体験活動を通して地域のリーダーを育成し、将来のまちづ

くりの核となる人材を育む事業。市内の小学 4～6 年生が対象。 

• どんぐり(糸島チャレンジクラブ「どんぐり」) 

糸島市内の中学生・高校生によるクラブ。異年齢の仲間が集まり、家庭や学校では

得られない活動や研修会を通じて、たくましく生きる「ちから」を身に付けること

を目指す。 

な行 

• 中食(なかしょく) 

外食と家庭料理の中間に位置する食事形態。市販の弁当やそう菜など、家庭外で調

理・加工された食品を温めずに食べることを指す。 

 



47 

 

• 認定新規就農者 

新たに農業を始める者が策定した青年等就農計画について、市町村から計画を認定

された農業者。青年等就農計画の達成に向けた支援措置が受けられる。 

• 認定農業者 

農業経営基盤強化促進法に基づき、市町村が効率的かつ安定的な農業経営を営むと

認定した農業者。経営改善計画の達成に向けた支援措置が受けられる。 

• 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 

県が作成する基本方針に即し、市町村が地域の実情を踏まえて定める総合的な計画。

農業経営の将来目標や指標、農用地の利用目標などを定める。 

• 農業産出額 

農業生産活動による最終生産物の総額。品目別生産量から中間生産物を控除し、農

家庭先価格を乗じて得た額を合計したもの。 

• 農業就業人口 

自営農業に従事した世帯員のうち、自営農業のみ、または自営農業が主である者の

合計。（農林業センサス調査） 

• 農業従事者 

15 歳以上の世帯員のうち、農林業センサス調査期日前 1 年間に自営農業に従事した

者のこと。 

• 農業振興地域 

自然的経済的社会的条件を考慮し、一体として農業の振興を図る地域として、都道

府県知事が指定するもの。 

• 農業振興地域整備計画 

都道府県知事により農業振興地域に指定された市町村が、地域の農業振興を図るた

めに定める計画。農業振興地域の整備に関する法律に基づき策定される。 

• 農業団体 

農業に関係する公的な事業を行う団体。JA、土地改良区などが含まれる。 

• 農業経営改善計画 

農業者が自ら作成する、農業経営の現状と 5 年後の目標、目標達成のための措置を

記した計画書。市町村が妥当と認定すれば認定農業者となる。 

• 農業経営基盤強化促進法 

農業の健全な発展を目的とし、効率的かつ安定的な農業経営を育成するための法律。 

• 農業用施設用地 

耕作や養畜業務に必要な畜舎、温室、農器具収納施設など、農水省令で定める施設

の用地。 

• 農地集積 

農地を所有または借り入れるなどして、利用する農地面積を拡大すること。 
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• 農地流動化 

耕作が行われなくなった農地や、非効率的に利用されている農地などを、意欲と能

力のある担い手へと集積・集約し、農業生産の効率化や規模拡大を促進する一連の

取り組み。 

• 農用地区域 

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、市町村が農業振興地域計画で農用地と

して利用を定める土地。 

• 農林業センサス 

国の農林業の生産構造や就業構造、農山村地域の土地資源などの実態と変化を明ら

かにする調査。農林業施策の基礎資料として 5 年ごとに行われる。 

は行 

• バイオマス 

動植物に由来する有機物の資源のうち、化石資源を除いたもの。 

• 販売農家 

経営耕地面積が 30a 以上、または年間販売農産物金額が 50 万円以上の農家のこと。 

• 肥料 

土壌を肥やし、植物の生育を助けるために施す物質。窒素、リン酸、カリウムの三

要素が主。化学肥料、堆肥、糞尿などがある。 

• 副業的(農家) 

65 歳未満の世帯員が年間 60 日以上自営農業に従事するが、農業所得が全体の 50%

未満の農家。（農林業センサス定義） 

• ほ場 

作物を栽培する農地のこと。 

• ほ場整備 

生産性の高い農地を作るため、農地の区画整理を行うこと。用水路、排水路、農道、

暗渠排水などの整備を含む。 

や行 

• 有機農業 

化学肥料・農薬や遺伝子組換え技術を使用せず、環境負荷をできる限り低減する農

業生産の方法。 

• 優良農地 

まとまりのある農地や、農業水利施設の整備等により生産性が向上した、良好な営

農条件を備えた農地。 

ら行 

• 利用集積 

認定農業者などの農業の担い手に対し、農地の利用権や使用貸借権、農作業委託を
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集積し、経営規模の拡大を支援すること。 

• 緑肥 

土壌の肥沃化等を目的として、収穫せずに土壌にすき込むために栽培される植物。 

• 連携協定締結大学 

糸島市と連携協定を締結している大学等。九州大学、中村学園大学、西南学院大学

などが含まれる。 

• 6 次化（6 次産業化） 

農林漁業者（1 次産業）が、生産物の価値を高めるため、食品加工（2 次産業）や流

通・販売（3 次産業）にも取り組み、所得向上を図ること。 
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糸島市農力を育む基本計画 

～つなぐ、広げる、育む 

農力で描く、糸島の未来～ 


